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進捗状況 

 A・・・・順調／B・・・・おおむね順調／C・・・・やや遅れている／D・・・・遅れている／Ｅ・・・・未実施 

 

第３章 安心・安全なまち 

施策目標１  保健・医療・福祉の連携 

施策目標２  健康づくりの推進 

施策目標３  安心・信頼される地域医療の推進 

施策目標４  少子社会に対応した子育て支援 

・児童福祉の充実 

施策目標５  障がい者福祉の推進 

施策目標６  明るく活力に満ちた高齢社会の実現 

施策目標７  生活援護の充実 

施策目標８  ユニバーサルデザイン社会の形成 

施策目標９  市民生活の安全確保と 

危機管理態勢の強化 
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施施策策目目標標１１  保保健健・・医医療療・・福福祉祉のの連連携携                                          ■■  

 

本市では、地域福祉計画に基づき、地域で自立し自分らしく生活を送っていただくために関係団体等と連携した福祉サービスを提供していますが、

住み慣れた地域で、自分らしく生きることができるよう、地域での支え合いや福祉事業・活動等を活発に行っていく必要があります。 

 福祉施策を推進する上で重要な役割をなす、地域福祉計画の見直しを行うとともに、保健・医療・福祉の連携を強化します。 

 

【総合的な福祉対策の充実】 

具体的な施策 内    容 担当課 取り組みの状況・課題等 進捗状況 

地域福祉計画の推進 ○地域福祉計画に基づく施策の推進 

福 祉 課 

基本目標である 

1 市民一人ひとりがいきいきと安心し

て暮らせる地域づくり 

2 障害があってもしあわせな生活をお

くれる地域づくり 

３子供を安心して産み、子どもがすく

すくと成長できる地域づくり 

４地域を活性化する仕組みづくり 

５地域づくりを推進する協働（支え合 

 い）の仕組みづくり 

６計画の推進体制の整備 

７災害時要援護者対策の充実 

に取り組む。 

C 
（H27:C） 

総合福祉センターの効

果的な運営 

○3 つの総合福祉センターの連携強化 

○民間のノウハウと発想を活用した運営 

○市民ニーズを的確にとらえた弾力的なサービスの提供 

○事業拡大に伴う施設拡充への検討 

◆総合福祉センター運営懇談会の開催 

○民間の活力と発想を活用した運営を

めざし、平成２４年度には 3 ケ所の総

合福祉センターで指定管理者制度を導

入。３施設とも社会福祉法人大町市社

会福祉協議会に委任しており、一貫し

たサービスの提供に努めている。 

○平成 25 年度には大町市総合福祉セ

ンターにおいて、事業の拡大に伴う増

改築工事を行った。 

○運営懇話会を定期的に開催してお

Ｂ 
（H27:B） 
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り、意見箱の設置と合わせ市民ニーズ

の把握に努めており、弾力的な運用に

努めている。 

保健・医療・福祉の連

携 

○保健、医療、福祉が一体となったサービス提供体制の確立 

○保健、医療、福祉の関係機関等の連携による総合的なサービスの

提供 

○保健、福祉に関する総合相談窓口の検討 

介護の分野では地域包括支援センター

を中心に、保健、医療、福祉等が一体

となって高齢者等へのサービス提供を

行っていく地域包括ケアの仕組みづく

りを関係機関等と検討中。障害者支援

の分野では自立支援協議会を中心に関

係機関等が連携してサービス提供をし

ていく方策を検討中。 

C 
（H27:C） 

福祉施設の充実 ◆美麻福祉企業センターの改築等 二重地区、青具地区に分散していた作

業所を統合し、二重地区に新しい作業

所を建設した。 

A 
（H27:C） 

 

【地域福祉の推進】 

具体的な施策 内    容 担当課 取り組みの状況・課題等 進捗状況 

地域福祉意識の高揚 ○地域住民が支える地域福祉に対する市民意識の高揚 

○住民が参加し協働する交流の場の創出と支援 

○小地域福祉ネットワーク活動の拡充 

福 祉 課 

○住民支え合いマップ作りを起爆剤に 

支え合いに対する市民意識の高揚を図

っている。2７年度はさらに拡充する方

向である。 

○井戸端会議等の継続した開催を図っ

ていきたい。 

○小地域福祉ネットワークづくりの進

捗は、自治会活動の衰退等とも相まっ

て、かなり困難な状況ともいえ、構成

数が伸び悩んでいるが、説明会を根気

づよく実施していく。 

D 
（H27:D） 

民間社会福祉団体の充

実・強化 

○社会福祉法人、ＮＰＯ等の育成・支援 

○社会福祉協議会の組織体制の充実 

社会福祉法人、ＮＰＯへの支援はかな

り充実してきているものと思われる。 

 

B 
（H27:B） 
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ボランティア活動の推

進 

○ボランティアセンターの充実強化 

○市民ニーズに応じたさまざまなボランティア活動の発掘と育成 

○ボランティアへの活動の場の提供 

○団塊世代を対象とするボランティアの育成 

市民活動サポートセンター、社会福祉

協議会によるボランティア登録、セン

ターの運営等かなり充実して来てい

る。 

ボランティア交流集会、研修等を定期

的に開催している。また、ボランティ

アニュースを年間６回発行している。 

B 
（H27:B） 

民生児童委員活動の強

化 

◆広報等を通じた民生児童委員活動の周知 

○民生児童委員との連携と活動支援 

各種の研修を通じ、識見の向上に努め

ている。ＨＰに民生児童委員のページ

を設けている。また、個々においては

地域の住民とのかかわりを通じ民生児

童委員活動を周知している。 

○さまざまな調査活動、懇談会、集い、

懇談会、大会を通じ民生児童委員と連

携している。 

B 
（H27:B） 

災害時支援体制の確立 ◆当事者の声を反映した災害時避難計画の策定 

◆消防防災課、社会福祉協議会、自主防災組織など関係機関と連携

した災害避難対策の強化推進 

◆災害時要援護者台帳、住民支えあいマップの整備による要援護者

の個別状況把握と更新 

平成２４年度に災害時要援護者支援シ

ステムを導入し、民生児童委員の協力

を得て、毎年データ更新を行っている。

システム自体は消防防災課等とネット

ワーク上での運用が可能な仕組みであ

るが、個人情報の取扱や利用方法等に

ついての調整が不十分となっているこ

とから、より利用効果を高めるための

全体調整が喫緊の課題である。また、

システム保守契約をしていないことか

ら、データ保護やシステム不具合など

に対応が難しい状況にあり、再考が必

要である。 

C 
（H27:C） 
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▼数値目標 

目 標 項 目 基準値 目標値 担当課 H2７数値 課題等 

総合福祉センター利用者数（会議室等） 14,000 人 16,000 人 福 祉 課 19,306 人  

小地域福祉ネットワーク組織化数 42 地区 60 地区 福 祉 課 46 地区  

ボランティア登録者数 5,600 人 5,800 人 福 祉 課 6,803 人  

ボランティア団体数 83 団体 90 団体 福 祉 課 98 団体  

住民支えあいマップ整備地区数 3 地区 98 地区 福 祉 課 23 地区  

 

 

□市民意識調査 

調 査 項 目 基準値 目標値 

地域住民が支える地域福祉への市民意識が高まっていると思う市民の割合 19.4% 50.0% 

 

 

◇施策に係る対象事業 

実施計画名 事務事業№ 事業名（予算書） 担当課 

― １３１１１ 委員報酬 

福祉課 

総合福祉センター管理事業 
１３１１４ 総合福祉センター管理事業 

総合福祉センター屋根・外装塗装修繕工事 

大町市社会福祉協議会助成事業 １３１１５ 市社会福祉協議会助成事業 

美麻福祉企業センター改築事業 １３１４４ 美麻福祉企業センター建設事業 
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施施策策目目標標２２  健健康康づづくくりりのの推推進進                                                ■■ 

 

生活の多様化・食生活の変化などにより、適正な生活習慣や健康の源である体力を維持・増進するために必要な運動習慣が十分でない人が多くな

っているなど、市民の将来的な健康への影響等が危惧されています。 

 より健康的に生活できるよう、食生活の正しい知識の啓発をはじめ、各種情報の提供・健康相談・健康教室等の開催を通じて市民の自発的な健康

づくりを支援するとともに、地域に密着した健康づくり推進員の活動のための学習を進めるなど、関係機関や地域と連携・協力しながら健康づくり

対策を推進します。また、新型インフルエンザなどへの予防対策、疾病の早期発見のための検診など健康維持のための事業の充実を図ります。 

 

【健康づくりの推進】 

具体的な施策 内    容 担当課 取り組みの状況・課題等 進捗状況 

健康づくり推進体制の

整備 

○各種計画の点検評価及び実践 

○行政、保健医療関係者、医療保険者、NPO 法人、マスメディア

等の関係機関との相互連携による効率的一体的な運動の推進 

○健康づくり活動のできる健康づくり推進員の育成 

市 民 課 

○関係機関との連携は、随時実施して

きた。 

○健康づくり推進員は、自ら健診を受

診して、健診結果から体の学習や健診

受診の大切さについて学び、特定健診

やがん検診の受診率向上のための地区

へのＰＲ活動をしていただいた。その

他自治会役員と協力をして活動する地

域もあるが、地区により活動に差がみ

られる。 

B 

（H27:B） 

生活習慣病予防の充 

実 

○特定健診の受診率向上と保健指導の充実 

○ライフステージに応じた保健指導の推進 

○健康づくり活動等への支援と情報提供 

○がん検診の充実 

〇特定健診受診率の低い40～50代の

若い世代の未申込者への受診券送付及

びはがきでの受診勧奨を実施し、新規

受診者は増加したが、リピータ率につ

ながらないことが課題である。今後も

対象者の状況に合わせた受診勧奨を実

施し、リピータ率の向上を図っていく。 

○保健指導は集団健診受診者を対象に

個別の結果説明会の開催、訪問や来

所・電話等により実施しているが、特

B 

（H27:B） 
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定保健指導率の向上が課題である。 

〇乳幼児健診、地区健康相談等の各種

事業の機会を捉え、対象者に応じた保

健指導、健康教育を実施した。今後も

より個別を重視した保健指導を実施し

ていく。 

〇がん検診は、30～40 歳代の若い世

代の受診者が少ないので、H27 年度よ

り、超音波検査・マンモグラフィー2

方向撮影など、若い世代に魅力ある検

診体制の整備をした。今後もがん検診

の必要性について普及啓発に努めてい

きたい。 

母子保健の推進 ○一貫した成長記録の管理のための関係機関との連携強化 

○安心して出産・育児ができる環境の整備 

○子どもの健やかな成長発達への支援体制の整備 

○思春期の保健対策の強化 

○不妊への支援 

○妊娠・出産・育児・子育て期までの

継続した支援体制構築のため、関係機

関との連絡会を開催。今後、産前・産

後サポート事業・産後ケア事業を実施

する予定。また、医療・助産院・ＮＰ

Ｏ団体等関係機関や子育て支援課等と

課題を共有化しながら、さらに連携の

強化を図る。 

B 

（H27:B） 

食育の推進 ○ライフステージに応じた栄養教育の推進 

○よりよい食生活を目指した食育事業の実践 

○食育応援団等の育成と食育推進体制の整備 

○広報、ケーブルテレビ等を通じた食育の情報発信 

〇市のイベントに出展し、減塩や野菜

摂取量の増加について啓発を行った。

食育応援団を始め、食育推進団体の活

動について今後検討していく必要があ

る。 

〇第 2 次大町市食育推進計画に基づ

き、市民・関係部署等の連携を深め、

食育推進していく。 

B 

（H27:B） 
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心の健康づくりの推進 ○心の健康に関する情報提供の推進と講座等の開催による正しい

知識の普及 

○相談窓口の周知と充実 

◆市民ゲートキーパーの育成 

○関係機関等との連携 

○心の健康づくり講演会やゲートキー

パー養成講座を開催し、正しい知識の

普及に努めている。心の健康に関する

相談についても、関係機関との連携を

さらに図りながら、必要な機関等につ

なげていく。 

B 

（H27:B） 

 

【感染症予防等危機管理対策の充実】 

具体的な施策 内    容 担当課 取り組みの状況・課題等 進捗状況 

災害時健康管理体制の

確立 

◆災害時保健予防行動計画の策定 

市 民 課 

災害時保健活動や市の業務継続計画等

の研修会等に参加し、内容等を整理中。

今後、県や市の業務継続計画を踏まえ、

大北各町村、関係機関等との連携を図

りながら具体的な保健活動の内容にし

ていく。 

B 
（H27:B） 

感染症等予防対策の充

実 

○感染症等を予防するための予防接種の充実 

○感染症の正しい知識の普及啓発 

○新型インフルエンザ対策行動計画の見直しと訓練 

○予防接種法に基づく定期予防接種を

実施し、未接種者等への接種勧奨を随

時行い、接種率の向上に努めている。 

○感染症を取り巻く状況は、日々変化

しているため、国・県・大北地域の感

染症の情報収集を実施し、有線放送や

啓発資料の配布を行い、市民への情報

提供を随時おこなってきた。今後も感

染症予防について迅速に情報提供を行

っていく。 

○大町市新型インフルエンザ等対策行

動計画に基づき、業務継続計画及び住

民集団接種マニュアルを含め関係機関

と調整し策定する。 

B 
（H27:B） 
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▼数値目標 

目 標 項 目 基準値 目標値 担当課 H２７数値 課題等 

国保特定健診受診率 31.3% 65.0% 市 民 課 42.8％ 

26・27 年度は特定健診受診料を無料

とし、受診率向上を目指した。 

28・29 年度も無料を継続することと

している。 

一時的な向上に留まらず、継続受診者

をいかに増やすことができるかが課題

となっている。 

食育推進応援団登録数 32 団体 40 団体 市 民 課 32 団体 
新規登録団体なし。活動の内容を検討

していく。 

健康づくり学習会参加者数 430 人 500 人 市 民 課 522 人 

若いうちから、体や、生活習慣を考え

る学習の場を増やすことで、自ら健康

管理が出来るよう支援を継続してい

く。 

 

 

□市民意識調査 

調 査 項 目 基準値 目標値 

健康診断など保健サービスに満足していると思う市民の割合 77.2% 85.0% 

 

 

◇施策に係る対象事業 

実施計画名 事務事業№ 事業名（予算書） 担当課 

― １４１１２ 保健衛生一般経費  

 

 

市民課 

 

 

― １４１１４ 中央保健センター管理費 

コミュニティーセンター運営事業 １４１１５ 上原の湯管理費 

― １４１１８ 北アルプス広域連合負担金 

― １４１１１０ 健康推進一般経費 

予防接種事業（Ａ類疾病） １４１２１ 予防接種事業 
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〃  （Ｂ類疾病）  

 

 

 

 

 

 

市民課 

 

 

 

 

結核予防事業 １４１２２ 結核予防費 

妊婦・乳児健診事業 １４１３２ 妊婦・乳幼児健診事業 

― １４１３３ 母子保健事業 

― １４１３４ 未熟児養育医療費給付事業 

― １４１４1 健康増進事業 

がん検診事業 
１４１４２ がん検診事業 

がん検診推進事業 

― １４１４７ 精神保健事業 

国民健康保険 人間ドック助成事業 ２０８２１１ 保健衛生費 

国民健康保険 特定健診・特定保健指導事業 ２０８１１１ 特定健診・保健指導事業 

後期高齢者健診事業 
１４１１１１ 後期高齢者健診事業 

長寿医療（後期高齢者）人間ドック助成事業 
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施施策策目目標標３３  安安心心・・信信頼頼さされれるる地地域域医医療療のの推推進進                                  ■■ 

 

地域で適切な医療サービスを提供するためには、病院・診療所、関係機関の連携による地域医療体制の充実とかかりつけ医との連携を強化した、

安定的な医療が提供できる態勢づくりが必要です。 

市立大町総合病院は、地域の中核病院として医療従事者の安定的な確保やニーズに即した医療の提供と経営の健全化を進めるとともに、他の医療

圏の病院と連携した高度救命救急体制の構築等により、質の高いサービスを提供するための取り組みを推進します。 

 

【地域医療の確保と連携】 

具体的な施策 内    容 担当課 取り組みの状況・課題等 進捗状況 

医療機関の確保と連 

携 

○病院、診療所、関係機関の連携による地域医療体制の充実 

市 民 課 

大町病院の研修医を受け入れるなど、

病院と連携して地域医療を担ってい

る。 

B 
（H27:B） 

診療所の充実 
◆医療機器の整備 更新が必要な機器を順次更新してい

る。 

B 
（H27:B） 

 

【救急医療の充実】 

具体的な施策 内    容 担当課 取り組みの状況・課題等 進捗状況 

救急医療施設の充実と

利用促進 

○北アルプス平日夜間小児科・内科急病センターの充実と利用の促

進 

市 民 課 

北アルプス平日夜間小児科・内科急病

センターの利用促進を図るため、広報、

ホームページ等に随時掲載するなど市

民への周知に努めている。 

診察は、月曜日～土曜日の午後７時か

ら午後９時までで、大北医師会、市立

大町総合病院、北アルプス医療センタ

ーあづみ病院の医師が交代で診察して

いる。事業実施者は、北アルプス広域

連合で社団法人大北医師会が管理運営

をしている。 

A 

（H27:A） 
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【市立大町総合病院の充実】 

具体的な施策 内    容 担当課 取り組みの状況・課題等 進捗状況 

医師・看護師をはじめ

とする医療従事者の確

保 

○内科、整形外科など不足している診療科の医師確保及び脳神経外

科、耳鼻咽喉科など常勤医が不在となっている分野の医師の確保 

大 町 病 院 

紹介会社へ登録、広告サイト掲載等実

施。内科、産婦人科の医師は招聘でき

たが、年度中途で内科医と麻酔科医各

1 名が退任したため増員できなかっ

た。 

C 
（H27:C） 

◆医師修学資金制度及び看護師奨学金制度を活用した将来的に安

定した従事者の確保 

医師修学金貸付者：7 名（６年生 1 名、

５年生 2 名、４年生 2 名、３年生 2 名）

６年生は卒後、基幹型初期臨床研修を

行う見込。５年生 2 名は他病院で行う

見込み。 

・看護師奨学金貸与者：30 名（４年生

2 名、3 年生 10 名、2 年生 11 名、1

年生 4 名）。奨学金貸与者の採用：4

名。累計 25 名となり看護師について

は順調 

・薬剤師奨学金貸与者：3 名（5 年生 1

名、1 年生 2 名） 

B 
（H27:A） 

◆初期臨床研修医並びに後期研修医の確保 初期研修医は、基幹型研修医１名が

H28 年 3 月で修了。協力病院として信

大病院総合診療科から 10 名（１人当

たりの期間は 1～3 カ月間）を受入。 

後期研修医は、基幹型 1 名（H27 年度

～H29 年度）採用。協力病院として信

大病院総合診療科から 1 名（H27 年度

～H28 年度）受入。 

臨床実習生は、「信州大学 150 通りの

臨床実習（5 年生）」14 名の他、信州

大学 19 名、聖マリアンヌ医科大学 1

名を受け入れ、研修医の獲得につなが

B 
（H27:C） 
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るよう努めている。 

学生向け初期研修病院説明会の長野県

ブース等に医師・研修医と共に３回参

加。 

◆看護体制充実のための看護師確保 看護の日に新聞に広告掲載、合同就職

説明会出展。県内看護大学・看護専門

学校６校を訪問。 

信州木曽看護専門学校看護実習の受入

れ開始。成人看護学Ⅱ実習の９月実施。 

①実習指導者講習会(３か月間)を２名

が受講し実習指導者は８名となった。 

②実習指導者委員会は月 1 回定例開催

し実習準備と評価を実施。 

A 
（H27:A） 

◆病院機能向上のための医療従事者の拡充 4 月に医師 2 名（内、交代１名）、看

護師 6 名、技師 12 名、社会福祉士 1

名、労務員 1 名採用。 

8 月以降、医師３名採用 

年度中途退職は、医師 2 名、看護師 9

名、技師 2 名、社会福祉士 1 名 

薬剤師の確保が困難なため、新たに薬

科大学生に対する奨学金貸与を始め

た。 

B 
（H27:C） 

健全経営の確保 ○経営検討会議における健全経営の検討 

大 町 病 院 

経営検討委員会を開催し、健全化への

検討を行ったが、年度中は改善に至っ

ていない。新改革プランをＨ28 年度中

に策定していく。 

C 

（H27:C） 

◆病院機能の向上を図ることによる、医業収益の確保 重点項目対策の継続のほか、H28 年 1

月からの地域包括ケア病棟の運用開始

により、入院単価の改善傾向はみられ

たが、患者数の減少により厳しい状況

となった。 

Ｃ 
（H27:C） 
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○材料費、経費などの費用の削減 材料費、経費の削減については、単価

見積りの徴収、採用物品の見直し、薬

剤のジェネリック化など、経費削減に

向けて取り組んでいる。 

B 
（H27:B） 

○地方公営企業法の経営の基本原則の徹底 地方公営企業法適用により、内部組織

の改編、職員配置、医師手当、臨時職

員給与等、柔軟に対応している。 

B 
（H27:B） 

安全で質の高い医療サ

ービスの提供 

○第三者評価の認定更新による病院機能、運用の見直し 

大 町 病 院 

H23 年度機能評価機構の機能評価

ver.6 認定。H28 年度受審予定 

B 
（H27:B） 

◆医療従事者の確保、職員研修の強化によるチーム医療の推進 全職員を対象とした定期的な研修会を

21 回開催。その他、緩和ケア、糖尿病、

歯科口腔外科等チームの研修によるチ

ーム医療の充実を図った 

A 
（H27:A） 

○全職員の接遇向上の徹底 院内サービス向上委員会が職員全員対

象接遇研修会、あいさつ運動、患者様

満足度調査を実施。接遇コンサルタン

トを講師として接遇リーダーを育成す

る小委員会を設置、月 1 回開催。 

別に新入職員接遇研修を実施。 

B 
（H27:B） 

○医療機器・医療設備の整備 医療器械購入検討委員会を開催し、優

先度に応じて、更新が必要な医療器械

を定め、計画的に整備した。 

A 
（H27:A） 

医療連携の充実と医療

情報ネットワーク化の

推進 

◆開業医、診療所等との病診連携の推進 

大 町 病 院 

年に 3 回の「病診談話会」と年 2 回の

病薬連携談話会を開催。在宅医療推進

に向けたワーキンググループ参加と他

職種連携ネットワーク会議に参加し、

関係機関との連携強化に取り組んだ。

「地域医療福祉連携室だより」を年 6

回発行 

A 
（H27:A） 
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◆松本医療圏の三次救急病院等との病病連携の推進 迅速で的確な病病連携を可能とするた

め協定を締結。信大支援センターと連

携会議を持った。（大町病院から信大

への紹介患者 200 名以上） 

A 
（H27:A） 

○信大付属病院を中心とした地域医療連携ネットワークシステム

への参加と推進 

地域医療ネットワーク(信州メディカル

ネット)に参加し、カルテ等の患者情報

をより迅速かつ正確に把握することが

可能となった。 

A 
（H27:A） 

医療安全管理の徹底 ◆医療安全部及び感染対策部による医療安全の推進と徹底 

大 町 病 院 

定期的な医療安全推進委員会・感染対

策委員会の開催と各室からの便り（１

～2 回/月）その他の情報提供により安

全意識の向上を図った。 

A 
（H27:A） 

◆医療安全に係わる施設・設備の整備 ベッドからの転落時に対応するため転

落センサーの購入。転落時の身体保護

用マットレスを設置 

課題・部署により安全意識に差がある。 

B 
（H27:B） 

○医療安全に対する運用の徹底 毎月提出されるインシデントを提出部

署やリスクマネージャー部会で検討

し、インシデントを共有することによ

り、マニュアルを改善とその徹底を図

った。 

A 
（H27:B） 

療養環境の整備 ○耐震診断に基づく耐震化の推進 

大 町 病 院 

Ｈ２６年度で耐震工事完了 A 
（H27:A） 

○医療機器の整備と適正な更新 医療器械購入検討委員会を開催し、優

先度に応じて、更新が必要な医療器械

を定め、計画的に整備した。 

A 
（H27:A） 

○老朽化した施設・設備の更新 施設・整備 他の事業が増加したこと

により、緊急的な修繕を中心に行った。 

C 
（H27:C） 

職員の育成 ◆認定医、認定看護師など積極的な認定資格取得の推進 大 町 病 院 

 

 

感染症認定看護師教育課程１名卒業。

認定医は医師不足のため現状維持 

 

B 
（H27:B） 
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◆研修医、実習生受入れのための指導体制の強化  

 

大 町 病 院 

 

 

 

臨床研修担当の事務職員を増員し、プ

ログラム作成補助、補助金申請、受入

に係る事務を強化した。信大担当教授

による実習生受入研修を実施。 

C 
（H27:C） 

◆専門的知識を持つ事務職員の育成 研修・会議を定期的に実施。業務改善

活動に取り組み院内発表会を行うなど

質の向上に努めた。 

B 
（H27:A） 

 

 

▼数値目標 

目 標 項 目 基準値 目標値 担当課 H2７数値 課題等 

大町病院常勤医師数 19 人 23 人 大 町 病 院 17 人  

大町病院常勤看護師数 149 人 160 人 大 町 病 院 156 人  

大町病院純損失額 
232,583 

千円 
0 千円 大 町 病 院 

434,250 

千円 

 

大町病院西棟耐震化進捗率 0.2% 100% 大 町 病 院 100%  

大町病院外来患者数 411 人／日 470 人／日 大 町 病 院 403 人/日  

大町病院入院患者数 197 人／日 210 人／日 大 町 病 院 162 人/日  

 

 

□市民意識調査 

調 査 項 目 基準値 目標値 

医療提供体制の充実に満足していると思う市民の割合 49.7% 70.0% 

 

 

◇施策に係る対象事業 

実施計画名 事務事業№ 事業名（予算書） 担当課 

― １３１１７ 国民健康保険特別会計繰出  

市民課 

 

― １３１３７ 後期高齢者医療費 

― １４１１６ 国民健康保険特別会計事業勘定運営費 
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― １４１１７ 国民健康保険特別会計直診勘定運営費  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

― １４１１８ 北アルプス広域連合負担金 

― ２０１１１１ 一般管理費（国民健康保険） 

― ２０１１２１ 連合会負担金 

― ２０１２１１ 賦課徴収費 

― ２０１３１１ 運営協議会費 

― ２０２１１１ 一般被保険者医療給付費 

― ２０２１２１ 退職被保険者等医療給付費 

― ２０２１３１ 一般被保険者療養費 

― ２０２１４１ 退職被保険者等療養費 

― ２０２１５１ 審査支払手数料 

― ２０２２１１ 一般被保険者高額療養費 

― ２０２２２１ 退職被保険者高額療養費 

― ２０２２３１ 一般被保険者高額介護合算療養費 

― ２０２２４１ 退職被保険者等高額介護合算療養費 

― ２０２４１１ 出産育児一時金 

― ２０２５１１ 葬祭費 

― ２０３１１１ 後期高齢者支援金 

― ２０３１２１ 後期高齢者関係事務費拠出金 

― ２０４１１１ 前期高齢者納付金 

― ２０４１２１ 前期高齢者関係事務費拠出金 

― ２０６１１１ 介護納付費 

― ２０７１１１ 高額療養費共同事業医療費拠出金 

― ２０７１２１ 保険財政共同安定化事業拠出金 

― ２０９１１１ 国民健康保険財政調整基金積立金 

― ２０１１２１１ 直営診療所勘定繰出金 

― ２０１１３１１ 高額療養費貸付金 

― ２１１１１１ 診療所人件費（八坂） 

― ２１１１１２ 診療所運営一般経費（八坂） 

― ２１２１１１ 診療所医業費（八坂） 
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― ２２１１１１ 診療所人件費（美麻）  

 

市民課 

 

― ２２１１１２ 診療所運営一般経費（美麻） 

― ２２１１１１１ 診療所医業費（美麻） 

－ ３５１１１１ 徴収費 

－ ３５２１１１ 後期高齢者医療広域連合納付金 

被災者収容施設及び職員宿舎駐車場整備事

業 
８０１１１１ 被災者収容施設及び職員宿舎駐車場整備事業 

大町病院 

医療機器整備事業 ８０１１１２ 医療機器整備事業 

受付・会計・レセプト・日直事務・医療コン

シェルジュ業務 
８０１１１３ 

受付・会計・レセプト・日直事務・医療コンシェ

ルジュ業務 

医師・看護師・薬剤師確保対策事業 ８０１１１４ 医師・看護師・薬剤師確保対策事業 

総合診療医育成事業 ８０１１１５ 総合診療医育成事業 

病院情報システム事業 ８０１１１６ 病院情報システム事業 
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施施策策目目標標４４  少少子子社社会会にに対対応応ししたた子子育育てて支支援援・・児児童童福福祉祉のの充充実実                   ■■ 

 

少子化の進行をはじめ、核家族化、地域社会・家庭環境の変化など、子育て家庭を取り巻く環境は大きく変化し、子育てについての負担や不安が

高まっており、子育て支援のあり方についても大きく変化しています。子どもを安心して産み育てるために、家庭・地域・学校等が連携した支援や

次世代を担う子どもたちを地域が育むための環境整備、育児不安の解消に向けた支援体制の確立が必要であり、子育て支援に関わる人材の育成が求

められています。 

また、発達障がい児の早期発見・療育、保育、就学、就労までの継続的な支援や幅広く市民ニーズを把握した保育体制の充実、幼稚園との連携に

よる子育て支援体制の充実強化を図ります。 

 

【地域と一体となった子育て支援】 

具体的な施策 内    容 担当課 取り組みの状況・課題等 進捗状況 

地域と一体となった子

育て支援体制の整備 ○地域と一体となった子育てを支援する環境の整備と促進 子育て支援課 

新制度施行に伴い、幼稚園・認定こど

も園との連携体制が強化された。継続

して、関係機関が連携した支援体制の

充実・環境の整備が必要。 

C 
（H27:C） 

 

【子どもが伸び伸びと育つ環境の整備】 

具体的な施策 内    容 担当課 取り組みの状況・課題等 進捗状況 

児童センターの充実 ○子どもの居場所の確保 

○世代間交流と児童の健全育成の推進 

子育て支援課 

年間 359 日開館し、親子の居場所とし

て提供を行っている。 
B 

（H27:B） 

放課後児童クラブの充

実 ○放課後における児童の健全育成の推進 

各小学校で児童クラブを開設し児童の受

け入れを行っている。開所時間の延長や

利用料のあり方について検討が必要 

B 
（H27:B） 

子どもの遊び場の確 

保 

○子どもが地域で安心して遊べる場所の整備充実と支援 

市所有の児童遊園地は自治会の協力を得

ながら管理を実施しているが、負担とな

っている自治会もあり、管理について検

討が必要。 

自治会が設置する遊具整備費等に補助金

を交付している。 

B 
（H27:B） 
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【子育て支援対策の推進】 

具体的な施策 内    容 担当課 取り組みの状況・課題等 進捗状況 

子育てのための環境整

備 

○子育てと仕事が両立できる環境整備の促進 

○育児休暇制度の取得促進による子育て環境整備の推進 
子育て支援課 

各小学校において児童クラブを開設し

子育て家庭の支援を実施している。ま

た、子育て支援センターにおいて休日

保育、ファミリーサポートセンター事

業等を実施している。 

B 
（H27:B） 

子育て支援のための医

療体制の確保、充実 

○産科、小児科等の医療体制の整備 
子育て支援課 

子育て支援に繋がる医療体制確保・充

実が必要。 

B 

（H27:C） 

市 民 課 

地域で安心して妊娠・出産できる体制

整備は必須。今後も、継続して地域の

実情を踏まえ、要望を挙げていく。 

Ｂ 
（H27:B） 

大 町 病 院 

産婦人科医の病気療養により、3 月か

ら 10 月まで 7 か月間、分娩取扱いの

休止を余儀なくされたが、新たな医師

を招へいし再開した。しかし、休止の

影響が大きく、分娩取扱い件数は大幅

に減少した。小児科は、発達外来の開

始により、外来患者数、リハビリ件数

共に増加している。 

A 
（H27:A） 

育児学級の開催と親の

交流の推進 

○育児学級の開催と親同士の交流の推進 

子育て支援課 

児童センターにおいて親子参加の事業

を開催し、親同士の交流も図っている。 
B 

（H27:B） 

多様な相談事業の実施 ○気軽に相談に応じられる態勢と相談指導の機会の充実 

○保健、福祉、学校教育等の連携による相談の充実 

家庭児童相談員を配置し、子育てに係

る様々な相談に対応している。また、

教育委員会の相談員等との連携も図っ

ている。 

B 
（H27:B） 

子育て支援センターの

充実 

○親子の集いの広場など育児、子育て支援の推進 

○子育て支援ネットワークの充実 

センターにおいて親子で参加できる事

業を開催。また、子育ての相談にも応

じている。 

 

B 
（H27:B） 
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子育て家庭への経済的

支援 

○出産祝金の支給、子ども手当、乳幼児医療費給付等の経済的支援

の推進 子育て支援課 

出産祝金、児童手当を支給し、経済的

支援を実施している。子育て世帯応援

のための商品券交付については 28 年

度までとなっている。 

B 
（H27:B） 

市 民 課 

福祉医療給付の年齢引上げについて

は、県内 19 市の動向を注視し慎重に

検討する。 

B 
（H27:A） 

ひとり親家庭の自立支

援 

○関係機関との連携による自立に向けた就労の場の提供 

○地域や関係機関との連携による生活支援・子育て支援の充実 

○生活の自立・安定のための児童保護と家庭に対する援護活動の拡

充 

○児童扶養手当の支給 
子育て支援課 

法に基づき児童扶養手当を支給してい

る。ひとり親の就労支援として、ハロ

ーワークと連携した支援を実施してい

る。 

B 
（H27:C） 

育児活動の支援 ○ボランティア団体等の育児サークル活動への支援 活動場所として児童センターを開放し

ているが、ボランティア団体との連携

には至っていない。 

C 
（H27:C） 

発達障がい児への継続

的支援 

◆発達障がい児の早期発見と療育の充実 

◆発達障がい児に必要な保育・教育環境の整備 

◆児童の発達を支援する人材の育成 

◆発達障がい児の専門的・継続的な相談体制の整備 

子育て支援課 

 

5 歳児相談や保健センターの乳幼児健

診時などを通じ早期発見に努めてい

る。また、疑いのある児童に対し専門

機関への受診や療育事業への参加を促

し支援を実施している 

B 
（H27:B） 

学校教育課 

子育て支援課との連携により、就学相

談やケース会議を中心として、よりき

めの細かい相談体制の充実に取り組ん

でいる。 

B 
（H27:B） 
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大 町 病 院 

H26 年 4 月、大町病院に医師１名、臨

床心理士(CP)２名、作業療法士(OT)1

名の「発達支援室」を設置し、医療機

関の相談体制を整備。発達専門外来：

木曜日午前（医師・OT）延べ約 60 人

/月 

CP：外来受診者とあゆみ園通所者に対

し、WISC-Ⅳ検査 39 件、カウンセリ

ング 230 回（対象者 29 人） 

市委託事業 

事業名 OT CP 

巡回相談支援 10 回 55 回 

５歳児相談 2 回 16 回 

スーパーあずさ 

（地域 SST 教

室） 

6 回 - 

地域支援：講師等 2 回 - 
 

A 
（H27:A） 

子どもの権利擁護と虐

待等の防止 

○虐待の早期発見・対応といじめの防止 

○要保護児童対策地域協議会による要保護児童への適切な支援 

○子どもの安全を守る地域ぐるみの活動の促進 

子育て支援課 

学校、保育園、幼稚園と情報交換を密

にし、早期発見と早期対応に務めてい

る。 

B 
（H27:B） 

 

【保育の充実】 

具体的な施策 内    容 担当課 取り組みの状況・課題等 進捗状況 

保育機能の充実 ○延長保育、低年齢児保育、障がい児保育、休日保育等の保育機能

の充実 

○未就園児に対する一時保育、園の開放 

○地域子育て支援センター機能の充実 

○保育所適正配置、保育機能、保育体制等の検討 

 

 

 

子育て支援課 

 

 

 

 

保育園では、一時保育や延長保育等の

特別保育、園開放、育児相談の実施に

より、地域の子育て支援を行っている。 

少子化が進み、定員に対し入所率が

60％程度に留まっていることから、保

育所の適正配置について検討を進める

必要がある。 

保育士の確保が難しい状況にあること

B 
（H27:B） 



様式第１号 

 

 

 

 

 

 

子育て支援課 

 

 

が課題となっている。 

保育施設の充実 ○老朽化した保育所の改築整備 

○保育所の耐震整備 

○保育施設の維持管理 

23 年度にくるみ保育園を開設したほ

か、2７年度からあすなろ保育園の改築

に着手した。 

施設の長寿命化に向け必要な修繕を計

画的に実施する必要がある。 

B 
（H27:B） 

幼稚園との連携 ○保育所と幼稚園の連携による子育て支援体制の充実 27 年 4 月からの子ども・子育て支援

新制度施行に合わせ、市内 3 私立幼稚

園・認定こども園は新制度に対応した

施設に移行し、連携体制・子育て支援

体制の充実強化が図られた。 

B 
（H27:B） 

 

 

▼数値目標 

目 標 項 目 基準値 目標値 担当課 H２７数値 課題等 

保育園の耐震化率 75％ 100％ 子育て支援課 75％  

合計特殊出生率 1.26 1.43 子育て支援課 1.78％  

 

 

□市民意識調査 

調 査 項 目 基準値 目標値 

保育などの子育て支援サービスに満足していると思う市民の割合 59.5% 75.0% 

 

 

◇施策に係る対象事業 

実施計画名 事務事業№ 事業名（予算書） 担当課 

福祉医療給付事業（子供） １３１６２ 福祉医療費給付事業（乳幼児等） 市民課 

― １３２１２ 児童福祉一般経費 
 

子育て支援課 
児童手当給付費 １３２１３ 児童手当給付費 

私立幼稚園・認定こども園 施設給付事業及 １３２１５ 幼稚園・認定こども園運営支援事業 
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び一時預かり事業  

 

 

 

 

 

 

子育て支援課 

 

 

 

 

 

 

出産祝金事業 
１３２１６ 児童福祉扶助費 

育児家庭応援事業 

― １３２１７ 母子等福祉費 

家庭児童相談室事業 １３２１８ 家庭児童相談室事業 

療育事業 
１３２１９ 療育事業 

子ども・若者支援事業 

― １３２１１０ こんにちは赤ちゃん事業 

― １３２１１１ 子育て世帯臨時特例給付金事業 

― １３２１１４ 繰越明許費児童福祉扶助費 

― １３２２１ 児童センター管理事業 

― １３２２２ 児童遊園地管理事業 

子育て支援センター事業 １３２２３ 子育て支援センター事業 

― １３２２４ 母子通園施設費 

児童クラブ運営事業 １３２２５ 児童クラブ運営事業 

保育所施設整備事業 １３２３２ 保育所管理運営事業 

あすなろ保育園全面改修事業 
１３２４１ 保育所改築事業 

１３２４３ 繰越保育所改築事業 
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施施策策目目標標５５  障障ががいい福福祉祉のの推推進進                                               ■■ 

 

障害者自立支援法の施行後、ＮＰＯ法人や民間事業者による福祉サービスの提供量が増えたことで、病院や入所施設から地域生活への移行や地

域・社会参加が促進され、障がい者の日中活動の場やケアホーム等の生活の場、日中一時支援等の介護者支援、訪問介護等の在宅サービスの利用が

増加し、障がい者支援サービスとして定着しつつあります。 

今後は、個々のニーズに合ったきめ細かいサービスが受けられるよう相談支援体制を強化するとともに、サービスの充実と就労の場や生活の場を

確保することで、障がいがあっても地域で自立し、安心して暮らし・生活できる整備を支援していきます。 

 

【計画的な障がい者福祉の推進】 

具体的な施策 内    容 担当課 取り組みの状況・課題等 進捗状況 

障害者計画による施策

の推進 

○障害者基本法に基づく障害者計画による中長期的な施策の推進 

◆地域福祉計画における児童・高齢者部門との連携による施策の推

進 
福 祉 課 

介護保険・高齢者サービスと自立支

援・障がい者サービスの制度連携を図

った。 

B 
（H27:B） 

障害者計画に即したサ

ービスの展開 

◆障がい者の実体に即した障がい福祉サービスの推進 

◆児童・高齢者部門と連携した障がい福祉サービスの提供 

◆定期的なサービス利用状況の把握と利用促進 

障がいサービスを利用する障がい者ご

とのサービス等利用者計画の策定とモ

ニタリングを実施した。 

C 
（H27:C） 

 

【人権尊重と社会参加の促進】 

具体的な施策 内    容 担当課 取り組みの状況・課題等 進捗状況 

成年後見制度の利用支

援 

◆サービス利用にあたり、成年後見制度の利用が有効な障がい者に

対し、制度利用のための費用を支援 

福 祉 課 

北アルプス成年後見支援センター設置

に向けた調整を行った。（平成 28 年 4

月開所） 

市長申し立てによる成年後見委託費の

支援の継続。 

C 

（H27:C） 

人権意識の向上 ○障がい者に対する理解と認識を高めるための啓発と教育の推進 

○地域での交流機会の拡大による相互理解の増進 

「大町市障害を理由とする差別を解消

するための職員対応要領」を作成した。 
C 

（H27:C） 

文化・スポーツ活動の

推進 

○障害者スポーツ大会や文化活動への支援と社会参加の促進 大北障がい者運動会、県障がい者スポ

ーツ大会を支援した。 
B 

（H27:B） 



様式第１号 

 

社会生活サポート体制

の充実 

◆社会生活の場面に応じた自立訓練サポートの充実 

○外出移動が困難な障がい者に対する支援体制の拡充 

◆地域生活に必要なコミュニケーション手段の拡充 

日中一時支援・地域生活支援事業を実

施した。 

移動支援事業・要約筆記派遣事業を実

施した。 

B 
（H27:B） 

 

【地域での自立生活への支援】 

具体的な施策 内    容 担当課 取り組みの状況・課題等 進捗状況 

在宅福祉サービスの充

実 

◆障がい者の生活状況とニーズの把握 

◆ニーズに基づいた地域福祉サービス内容の見直しと必要なサー

ビス内容の充実 

◆障害者総合福祉法における在宅福祉サービスの利用促進 

福 祉 課 

大北自立支援協議会と連携した障がい

者のにニーズの把握に努めた。 

発達障がい児の増加に伴い、児童通所

サービス（放課後等ディサービス）の

利用が増加している。 

B 
（H27:B） 

相談・支援体制の充実

強化 

◆障害者総合福祉法による在宅サービスの周知 

◆障がい者の総合相談支援センターの体制強化 

◆障がい者の状況に応じた個別支援を進めるため、サービス利用者

に対する個別利用計画書の作成の推進 

○児童・高齢者部門や保健、医療、サービス事業所等関係機関が連

携した支援体制の強化 

福 祉 課 

障がいサービスを利用する方のサービ

ス等利用計画の策定とモニタリングを

実施した。。 

総合相談支援センターの一般相談事業

所の指定ついて圏域自立支援協議会で

検討を進めた。 

障がい者事業所で働く人の確保・育成

が課題となっている。 

C 

（H27:C） 

 

【安心して暮らせる地域の推進】 

具体的な施策 内    容 担当課 取り組みの状況・課題等 進捗状況 

地域で支える福祉ネッ

トワークの構築 

◆自立支援協議会を中軸とした福祉ネットワークの拡充 

福 祉 課 

大北圏域では、現在の自立支援協議会

を障害者総合支援法で義務付けられた

「協議会」として位置付け、圏域での

資源を共有している。施設の利用状況

等情報の共有を推進したい。 

C 
（H27:C） 
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▼数値目標 

目 標 項 目 基準値 目標値 担当課 H２７数値 課題等 

ケア（グループ）ホーム等の利用者数 35 人 45 人 福 祉 課 48 人  

施設入所者数 48 人 55 人 福 祉 課 36 人 
施設から地域への移行が進められてい

る。 

就労支援事業所等の利用者数 143 人 190 人 福 祉 課 178 人  

授産施設利用の障がい者数 26 人 30 人 福 祉 課 22 人  

 

 

□市民意識調査 

調 査 項 目 基準値 目標値 

自立支援などの障がい者福祉サービスに満足していると思う市民の割合 53.5% 70.0% 

 

 

◇施策に係る対象事業 

実施計画名 事務事業№ 事業名（予算書） 担当課 

介護者慰労金給付事業 １３１２１ 障害者福祉一般経費 

福祉課 

― １３１２２ 特別障害者手当等給付事業 

― １３１２４ 障害者自立支援給付事業 

福祉タクシー乗車券交付事業（障がい者） 

１３１２８ その他障害者福祉サービス事業 
地域生活支援事業（日中一時支援事業） 

地域生活支援事業（障がい者日常生活用具給

付等事業） 

地域生活支援事業（相談支援事業） １３１２１２ 北アルプス広域連合負担金 

― １３１４２ 社会就労センター運営管理費 

― １３１４４ 美麻福祉企業センター運営管理費 

美麻福祉企業センター建築事業 １３１４５ 美麻福祉企業センター建設事業 

― １３１６２ 福祉医療費給付事業（障害者等） 
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施施策策目目標標６６  明明るるくく活活力力にに満満ちちたた高高齢齢社社会会のの実実現現                               ■■ 

 

高齢化社会が急速に進行する中、本市の高齢化率も３０パーセントを超え、一人暮らし高齢者や高齢者世帯、要介護・要支援認定者も年々増加傾

向にあり、高齢者のための健康増進や介護予防、生活の支援に関する事業の更なる充実が求められています。 

高齢者の方々が住み慣れた地域で、安心して暮らし続けることができる地域をめざし、老人福祉計画の見直しを行うとともに、ニーズに即した介

護予防事業や在宅福祉サービスの拡充・整備に向けた取り組みを積極的に進めていきます。 

 

【計画的な老人福祉計画の推進】 

具体的な施策 内    容 担当課 取り組みの状況・課題等 進捗状況 

老人福祉計画の見直し ○老人福祉計画の見直し 
福 祉 課 

第６期(H27-29)老人福祉計画策定 A 
（H27:A） 

 

【介護予防・在宅福祉の充実】 

具体的な施策 内    容 担当課 取り組みの状況・課題等 進捗状況 

介護予防・在宅福祉サ

ービスの充実 

○民間活力との連携による在宅福祉サービスの拡充 

○在宅福祉サービスの需要把握と供給量の確保 

○多彩な介護予防事業の拡充による介護予防の推進 

福 祉 課 

体操教室などの介護予防事業の積極的

な展開と啓発。新たな担い手の発掘。 A 
（H27:A） 

相談・支援体制の充 

実 

○ケアマネジャー等の確保と質の向上 

○保健、医療、福祉関係機関の連携による相談・指導体制の充実 

ケアマネジャー等の研修会開催。 

多職種連携体制の充実に向けた関係機

関との連絡会の開催 

A 
（H27:A） 

高齢者の安全確保 ○地域住民、企業等による高齢者を見守る地域ネットワークの構築

の検討 

地域包括ケア体制構築に向けた小地域

福祉ネットワークや社会福祉協議会等

との地域連携の検討。 

B 
（H27:B） 

ケアハウス等高齢者用

住宅の検討 

○老人福祉法に基づく高齢者が自立可能な住宅の検討 民間事業者によるグループホーム、小

規模多機能型居宅介護事業所、有料老

人ホームの整備 

B 
（H27:B） 
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【福祉施設の充実】 

具体的な施策 内    容 担当課 取り組みの状況・課題等 進捗状況 

広域圏施設の充実 ○特別養護老人ホームや老人保健施設などの施設整備の促進 

福 祉 課 

広域連合と連携し、第 6 期（H27-29）

介護保険事業計画における施設整備計

画を推進 

B 
（H27:A） 

 

【生きがい対策の充実】 

具体的な施策 内    容 担当課 取り組みの状況・課題等 進捗状況 

学習機会の充実 ○高齢者の学習機会の確保 

○生涯学習との連携等による学習活動の支援 

福 祉 課 

老人クラブの教養研修活動やシニア大

学による学習機会の充実 
B 

（H27:B） 

老人クラブの活動支 

援 

○老人クラブの活動支援 

○高齢者の互助、共助活動や水中運動教室などの健康増進活動の支

援 

老人クラブ活動や老人スポーツ大会・

水中運動教室への補助金交付等の活動

支援 

A 
（H27:A） 

充実した高齢社会の形

成 

○ボランティア活動の充実 

○若い世代との交流などを通じ充実した高齢社会の形成の推進 

○高齢者の就業機会確保の促進 

社会福祉協議会と連携したボランティ

ア活動支援、世代間交流を推進 

シルバー人材センターへの運営費補助

金交付等の活動支援 

A 
（H27:A） 

生きがいづくりと社会

貢献機会の充実 

○豊かな経験、知識、技術の社会への還元 

○生きがいある生活の充実 

老人クラブ・陶芸の家・シルバー人材

センターの活動支援を通じた社会貢献

機会の充実 

A 
（H27:A） 

 

【介護保険制度への対応】 

具体的な施策 内    容 担当課 取り組みの状況・課題等 進捗状況 

介護支援体制の充実 ○サービス供給量の確保 

○介護支援サービスの利用促進 

○苦情処理、相談窓口の充実 福 祉 課 

北アルプス広域連合と連携したサービ

ス量の確保についての検討。 

地域包括支援センターによる総合相談

窓口機能の充実。 

B 
（H27:B） 

介護保険事業計画の見

直し 

○介護保険事業計画の見直し 第６期(H27-29)介護保険事業計画策

定 

A 
（H27:A） 
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▼数値目標 

目 標 項 目 基準値 目標値 担当課 H2７数値 課題等 

老人クラブ連合会加入単位クラブ数 39 クラブ 45 クラブ 福 祉 課 31 クラブ  

老人クラブ会員数 2,330 人 2,600 人 福 祉 課 1,849 人  

 

□市民意識調査 

調 査 項 目 基準値 目標値 

高齢者介護・介護保険サービスに満足していると思う市民の割合 54.0% 70.0% 

 

◇施策に係る対象事業 

実施計画名 事務事業№ 事業名（予算書） 担当課 

総合福祉センター管理事業（特殊浴槽購入事

業） 
１４１１４ 総合福祉センター管理事業 

福祉課 

福祉タクシー乗車券交付事業（高齢者） １３１２８ その他障害者福祉サービス事業 

緊急通報システム事業 
１３１３１ 高齢者福祉一般経費 

老人クラブ活動助成事業 

― １３１３３ 高齢者施設入所費 

― １３１３６ 北アルプス広域連合負担金 

地域包括支援センター業務委託事業 １３１７２ 地域包括支援センター一般経費 

― １３１７３ 介護予防包括的支援事業 

生きがいデイサービス事業 

１３１７６ 地域支援介護予防事業（通所型介護予防事業） 通所型介護予防（筋力向上） 

通所型介護予防（軽体操） 

― １３１７７ 地域支援介護予防事業（訪問型介護予防事業） 

― １３１７１０ 家族介護支援事業 

― １３１７１１ 成年後見制度支援事業 

配食サービス事業 １３１７１２ 地域自立生活支援事業 

在宅介護慰労金給付事業 
１３１７１６ 地域支援任意事業 

介護用品券交付事業 

地域包括ケア体制構築事業 
１３１７２１ 地域包括ケア実践事業 

認知症ケア体制構築事業 
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施施策策目目標標７７  生生活活援援護護のの充充実実                                                  ■■ 

 

経済情勢の急激な悪化により、生活保護受給者が増加傾向にあります。雇用の低迷が継続しており、特に高齢者、障がい者の就職は困難で、無年

金者や少額年金受給者の生活は大変厳しい状況が続いています。今後もこうした状況が継続すると考えられるため、地域や関係機関と連携し要援護

者の早期発見と相談支援体制の強化を図り、さまざまな社会資源の活用により適切な支援を実施する必要があります。 

また、生活保護等の法定援護については保護の適正実施に努めるとともに、就労支援体制の充実による経済的自立の推進、就労が困難な方には地

域での社会的居場所の確保、日中生活の支援体制を整えることで、被保護者の自立助長を目指します。 

 

【要生活援護者の情報把握と支援】 

具体的な施策 内    容 担当課 取り組みの状況・課題等 進捗状況 

関係機関との連携によ

る要生活援護者の把握 

○民生児童委員はじめ、関係者からの情報提供による生活困窮者の

早期発見 

福 祉 課 

民生児童委員等に依頼し、情報提供を

いただいている。 

生活困窮者自立相談支援事業（まいさ

ぽ大町）と連携した取組みができた。 

B 
（H27:B） 

状況に応じた支援体制

の整備 

○関係機関との連携や社会資源を活用した、個々の実体に即した相

談助言指導の実施 

○相談しやすい環境整備の促進 

被保護者の個別の対応について、年２

回の会議を行い訪問指導等について検

討した。 

生活困窮者自立相談支援事業を実施し

た。 

B 
（H27:B） 

 

【適正な生活保護の実施】 

具体的な施策 内    容 担当課 取り組みの状況・課題等 進捗状況 

生活保護法の適正な運

用 

○関係機関との連携による生活保護の適正実施  

福 祉 課 

 

査察指導員及びケースワーカーの研修

会参への参加。県の指導官の指摘事項

の改善を図った。 

B 

（H27:B） 
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社会参加と自立の助長 ○就労支援員による就労支援や、授産施設等による就労機会の提供

と技能習得への支援 

○医療、介護保険、障がい福祉等との連携による日常生活の自立支

援 

◆就労困難な被保護者に対する、日中活動のための居場所確保によ

る社会参加を助長 

 

 

 

福 祉 課 

 

 

 

離職後、早い段階での就労支援と就労

に定着できない被保護者の支援をハロ

ーワークと連携して行った。 

障がい福祉サービス等を利用した日常

生活の自立を個々の状況を見極めなが

ら進めている。 

C 
（H27:C） 

 

 

▼数値目標 

目 標 項 目 基準値 目標値 担当課 H2７数値 課題等 

生活保護法に基づく授産施設利用者数 36 人 45 人 福 祉 課 40 人  

 

 

□市民意識調査 

調 査 項 目 基準値 目標値 

生活困窮者に対して適正な生活援護がなされていると思う市民の割合 51.5% 70.0% 

 

 

◇施策に係る対象事業 

実施計画名 事務事業№ 事業名（予算書） 担当課 

生活困窮者自立支援事業委託 １３３１２ 生活保護一般経費 

福祉課 ― １３３１３ 生活保護扶助費 

― １３１２４ 障害者自立支援給付事業 
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施施策策目目標標８８  ユユニニババーーササルルデデザザイインン社社会会のの形形成成                                 ■■ 

 

少子高齢社会の進展や、地域の国際化、男女共同参画社会の形成、価値観の多様化など、社会環境が大きく変化する中、ユニバーサルデザイン計

画に基づき、分かりやすい情報の提供をはじめ、年齢や性別、国籍等を問わず、すべての人が地域において安心して生活することができるよう配慮

した環境や施設・建物の整備を進めてきました。 

 今後も、すべての人に配慮したサービスや情報提供のほか、施設のバリアフリー化を促進します。 

 

【ユニバーサルデザインの推進】 

具体的な施策 内    容 担当課 取り組みの状況・課題等 進捗状況 

ユニバーサルデザイン

計画の見直し 

○ユニバーサルデザイン計画の見直し 

企画財政課 

ユニバーサルデザインの視点は、現在で

は多方面に広く普及、浸透している段階

にあり、理念の共有として取組みを継続

的に推進していく。  

E 
（H27:E） 

ユニバーサルデザイン

計画による事業の推進 

○公共施設のユニバーサルデザインの推進 施設や道路等構造物の整備には、ユニバ

ーサルデザインの観点は不可欠な要素

として取り入れられている。  

B 

（H27:B） 

 

 

□市民意識調査 

調 査 項 目 基準値 目標値 

ユニバーサルデザイン社会への意識が高まっていると思う市民の割合 46.2% 65.0% 

 

 

◇施策に係る対象事業 

実施計画名 事務事業№ 事業名（予算書） 担当課 

― １２１３４ 企画調整一般経費 企画財政課 
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施施策策目目標標９９  市市民民生生活活のの安安全全確確保保とと危危機機管管理理態態勢勢のの強強化化                         ■■ 

 

近年、大きな風水害や地震による災害が各地で発生し、本市においても災害に対する不安や関心が高まっています。安心・安全なまちづくりを実

現するためには、防災・防犯体制の強化とあらゆる災害を想定した危機管理態勢の構築を図ることが必要です。 

今後は、治山・治水対策及び市街地の浸水対策や建築物の耐震化など、防災対策を進めるとともに、消防・救助・救急体制の充実に努め、自治会

等の関係機関との連携を一層強め、災害に強いまちづくりの構築を進めます。 

また、交通事故や犯罪、消費者トラブル等の防止に向けた取り組みを推進します。 

 

【防災体制の強化・充実】 

具体的な施策 内    容 担当課 取り組みの状況・課題等 進捗状況 

災害予防体制の強化・

充実 

○地域防災計画の見直し 

○防災拠点及び避難場所等の見直し 

◆災害応援体制の充実 

◆災害対応マニュアルの作成 

○福祉関係機関と連携した災害時要援護者対策の強化 

消防防災課 

地域防災計画の見直しを行い、指定緊

急避難場所・指定避難所の指定及び避

難行動要支援者の避難支援等を実施。

また、市役所の業務継続計画の策定を

実施。 

B 
（H27:B） 

防災訓練の充実 ◆より実効性のある地震総合防災訓練の実施 神城断層地震を教訓に、詳しい被害内

容を知らせずに行うなど、実践的な地

震総合訓練を実施。また、消防署・消

防団、市民が連携して、消火・救出・

救護・救命の訓練を行う住民参加型訓

練を実施。 

A 
（H27:A） 

地域防災力の向上 ○地域防災力を高めるための自主防災会の組織力強化への支援 

◆自主防災会ごと等のきめ細やかな防災訓練の実施 

○市民への防災意識の普及啓発 

◆地域防災活動リーダーの育成 

各自主防災会等で実施している防災訓

練に、消防防災課職員や消防団員が参加

し、地域防災力を高めるための講習等を

実施。 

B 
（H27:B） 

防災情報の迅速かつ正

確な市民への広報 

○デジタル移動系防災行政無線の整備 

○デジタル同報系防災行政無線の維持管理 

◆市役所・支所等への衛星電話の配備検討 

デジタル同報系防災行政無線の戸別受

信機は、高齢者世帯や障がい者等に補助

率・限度額の引き上げを行い、市内事業

所を補助制度の対象とし、普及に努め

B 
（H27:B） 
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◆エリアメール・緊急メール・同報系防災行政無線等による、迅速

かつ正確な情報の提供 

◆ケーブルテレビを利用した雨量情報等の提供 

◆ダム管理者と協力した災害情報等の提供 

た。また、２１か所の指定避難所に災害

用特殊公衆電話を設置した。 

備蓄物資及び資機材の

充実 
○備蓄物資の充実と資機材の整備 

○孤立想定地域における備蓄等の充実 

災害時に活用できるよう備蓄物資、資機

材の配備に努めており、平成２７年度は

避難所用プライベートルームやマンホ

ールトイレ等を整備した。 

B 
（H27:B） 

 

【災害に強いまちづくりの推進】 

具体的な施策 内    容 担当課 取り組みの状況・課題等 進捗状況 

建物等の耐震化の推進 ○住宅等の耐震診断と耐震化の推進 

○市役所・支所等公共施設の計画的な耐震化の推進 

建 設 課 

公共施設の耐震化については、計画通

り進捗している。住宅等の耐震につい

ては耐震化件数が低調であり、耐震化

に関する支援事業の周知を図る必要が

ある。 

C 
（H27:C） 

治山・治水対策の推進 ○関係機関との連携による土砂災害や水害危険箇所の把握と定期

的な監視 

○関係機関との連携による砂防事業、治山・治水事業の推進 

砂防施設や危険個所については、関係

機関とパトロールを定期的に実施して

いる。 

砂防事業や治山・治水事業の推進につ

いては、国・県等へ積極的な要望活動

を行っている。 

B 
（H27:B） 

中心市街地の雨水排水

対策 

◆雨水渠整備基本計画の策定 

◆雨水排水路の整備の推進 

雨水整備基本計画に基づき、市街地上

流部において下流域の浸水被害を防止

するバイパス雨水渠の新設工事を実施

している。 

B 
（H27:B） 

総合的な雪対策の推進 ○総合雪対策計画の策定 

○関係機関との連携による雪害・克雪の検討 消防防災課 

降雪期を前に関係部課等による雪対策

会議を開催し、降雪時の対応及び災害予

防を図っている。 

A 
（H27:A） 
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自然災害への対策 ○自然災害への体制整備の見直し 

○土砂災害、雪害、地震等の災害のパターンや時系列に応じたハザ

ードマップの作成と市民への周知 

土砂災害、浸水想定区域等のハザード

マップを作成し、ホームページへ掲載

するとともに、全世帯へマップ等を配

布している。また、平成２６・２７年

度で、揺れやすさマップを作成した。 

B 
（H27:B） 

◆生垣緑化促進補助等の支援による減災対策 

建 設 課 

震災時の塀転倒による減災と住居の緑

化促進を図るため、当事業を実施して

いるが、申請件数が伸び悩んでおり、

事業の周知を図る必要がある。 

今後は市民に加え、建設業関係者に向

けた広報宣伝強化を図るなど、課題解

決に向けた取り組みが必要である。 

D 
（H27:B） 

 

【総合的な危機管理態勢の充実】 

具体的な施策 内    容 担当課 取り組みの状況・課題等 進捗状況 

危機管理マニュアルの

整備 

○危機管理マニュアルの作成と体制づくりの推進 

消防防災課 

大規模な地震災害発生時にあっても、適

切な業務執行を行うために、市役所の業

務継続計画を策定した。 

B 
（H27:B） 

国民保護計画の充実 ○国民保護計画に基づく市民への啓発、訓練等の実施と計画 J-ALERT の整備は完了し、有事の際に

は自動起動により、J-ALERT から同報

無線等による市民への周知が図れる。な

お、国民の保護に関する基本指針による

避難実施要領のパターン作成に努める。 

B 
（H27:A） 

 

【地域消防体制の強化・充実】 

具体的な施策 内    容 担当課 取り組みの状況・課題等 進捗状況 

消防団員の安定確保 ◆定数の見直しや機能別分団等の検討 

○事業所、自治会等との協力を得た団員の確保 

消防防災課 

消防団入団促進者に対する表彰・ほう賞

制度を設けるとともに、消防フェスタ等

を実施し、消防団員の確保に努めてい

る。 

B 
（H27:B） 

消防施設、装備の充実 ○消防車両、消火栓、防火水槽等の計画的な整備 消防団車両等については、更新計画に A 
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○大規模災害時の救助資機材等の充実 基づき更新を実施。消火栓、防火貯水

槽については定期的に確認している。 

（H27:A） 

予防消火対策等の充実 ○毎月７日の家庭防災の日、消防団総合訓練、地震総合防災訓練な

どによる予防消火対策の充実 

○自主防災組織との連携による地域防災力の向上、防火防災意識の

高揚 

消防団により毎月２回に管轄地区を巡

回し、家庭防災と火災予防の広報を実

施。また、地域の自主防災会による防災

訓練に消防団員も参加し、地域と連携し

た訓練を実施。 

A 
（H27:A） 

救助体制の充実強化 ○常備消防との連携強化 

○応急手当普及員資格の取得推進 

大町消防署と大町市消防団とは年数回

の懇談会や研修会を開催し、両組織の連

携強化を図っている。また、市役所消防

応援隊の訓練等を、大町消防署に実施を

依頼している。 

A 
（H27:A） 

 

【熊等被害対策の推進】 

具体的な施策 内    容 担当課 取り組みの状況・課題等 進捗状況 

野生動物に対する安全

確保 

○熊等に対する警戒や被害に遭わないための啓発の推進 

消防防災課 

関係団体と協力し、緊急メール配信や同

報防災行政無線による注意喚起、パトロ

ール等を実施。パトロールや注意喚起等

では、安全確保は難しく、熊等の野生動

物と人の緩衝帯をつくる等の対策が必

要である。 

B 

（H27:B） 

 

【交通安全対策の推進】 

具体的な施策 内    容 担当課 取り組みの状況・課題等 進捗状況 

交通安全意識の高揚 ○年齢段階に応じた交通安全教育による正しい知識の普及と意識

の高揚 

 

 

 

 

市 民 課 

 

 

小学校、保育園、幼稚園、地区 PTA、

単位地区老人クラブを対象に交通安全

教室を開催しているが、公的機関に比

べ、PTA、高齢者等の地区単位での開

催は毎年同じ地区となっており、地域

により意識の差がある。特に高齢者の

事故が多い為、高齢者に対する交通安

B 
（H27:B） 
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市 民 課 

全意識の高揚を図る必要がある。 

市民参加による交通安

全対策の推進と人材育

成 

○市民参加による交通安全対策の推進 

◆交通指導員、交通安全推進員の委嘱及び育成 

○交通安全協会、警察署等との連携による交通事故の抑止 

◆ケーブルテレビ、広報等を活用した交通安全対策事業の周知と交

通安全意識の高揚 

交通指導員、子どもを交通事故から守

る交通安全推進員や高齢者交通安全推

進員を委嘱し、年代ごとに交通安全対

策の推進を図っている。            

毎年開催している「暴力追放・交通安

全推進市民大会」については、一般市

民の参加が少なく固定化しており、開

催方法について検討する必要がある。 

B 
（H27:B） 

交通安全施設の整備 ○県等関係機関と連携した交通安全施設の整備促進 自治会からの要望など、必要に応じて

関係機関に要望している。 

B 
（H27:B） 

県民交通災害共済への

加入促進 

○県民交通災害共済への加入促進 大町市の共済加入率は県下の加入市中

一番である。 

A 
（H27:A） 

 

【防犯対策の推進】 

具体的な施策 内    容 担当課 取り組みの状況・課題等 進捗状況 

地域の防犯体制の強化 ○子どもを守る活動の充実 

○公用車を活用した青色防犯パトロールの実施 

○防犯協会等による街頭指導の実施 

○防犯意識の高揚と自主防犯活動の促進と支援 

○防犯灯設置、管理に対する支援 

○警察、防犯協会等の関係機関との連携による防犯対策の推進 

消防防災課 

青色防犯パトロールを小・中学校下校時

間に合わせて実施している。 

防犯灯の設置については、ＬＥＤ化も含

め、各自治会で必要な箇所への設置につ

いての補助を実施している。 

A 
（H27:A） 

 

【駐車場・駐輪場の充実】 

具体的な施策 内    容 担当課 取り組みの状況・課題等 進捗状況 

駐車場・駐輪場の管理 ○駐車場・駐輪場の適正な管理と整備 

○放置自転車の回収・撤去 

◆案内板の設置 
市 民 課 

市営駐車場（８ヶ所）、駐輪場（５ヶ

所）の管理運営を行っている。駅前駐

輪場の放置自転車は 110 台以上あっ

たが、26 年度から警察署、高校と連携

し 25 台程度まで減少した。今後も、

B 
（H27:B） 
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放置自転車、放置自動車対策が必要で

ある。 

 

 

 

【消費者の保護と育成】 

具体的な施策 内    容 担当課 取り組みの状況・課題等 進捗状況 

消費者の保護 ○商品の安全性、販売形態や契約方法など、正しい消費者知識の普

及と消費者トラブルに対する意識の高揚 

○消費生活相談窓口の充実と適切な指導助言 

市 民 課 

消費生活相談件数は、27 年度は 127

件であった。昨年度 133 件と比較する

とわずかに減少しているが、依然とし

て増加傾向である。高齢者の特殊詐欺

被害は、市内においても毎年発生して

おり、より効果的、有効的な方策を更

に検討し、啓発活動をする必要がある。 

B 
（H27:B） 

消費生活の安定と向上 ◆年齢階層に応じた消費生活・多重債務学習会などの啓発事業の推

進 

地区老人クラブからの依頼により出前

講座を行っているが、件数が少ないの

が現状である。近年目立って多いのが、

中学、高校生ら若年層のインターネッ

ト、スマートホン関連の相談である。

それぞれ学校においても注意喚起授業

を行っているが、高齢者の出前講座の

募集と併せて、広報、周知を強化する

必要がある。 

C 
（H27:C） 

 

▼数値目標 

目 標 項 目 基準値 目標値 担当課 H2７数値 課題等 

消防団員数 753 人 800 人 消防防災課 ６９４人 団員の確保対策 

交通事故（人身）発生件数（3 ヵ年平均） 145 件 120 件 市 民 課 １０１件 
件数は目標値を下回ったが、高齢者の

死亡事故が 1 件発生してしまった。 

犯罪発生件数（3 ヵ年平均） 256 件 250 件 消防防災課 １５８件  

火災発生件数（3 ヵ年平均） 12 件 9 件 消防防災課   ８件  
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□市民意識調査 

調 査 項 目 基準値 目標値 

地震や風水害など防災対策に満足していると思う市民の割合 63.8% 75.0% 

消防・救急体制に満足していると思う市民の割合 74.5% 80.0% 

◇施策に係る対象事業 

実施計画名 事務事業№ 事業名（予算書） 担当課 

― １２１６１ 県民交通災害共済公費負担事業（交通安全対策費） 

市民課 駅前駐車場自動料金精算管理システム設置事業 １２１６２ 市営駐車場管理費 

― １２１６４ 消費生活センター運営事業 

― １２１６８ 防犯活動費 消防防災課 

― １８４１２ 都市計画総務一般経費 

建設課 雨水対策整備受託事業 １８３１３ 雨水対策整備受託事業 

住宅・建築物耐震化推進事業 １８４５３ 住宅・建築物耐震化推進事業 

― １９１１１ 北アルプス広域連合負担金 

消防防災課 

― １９１２１ 消防団人件費 

消防団備品整備事業 
１９１２３ 消防団運営経費 

消防フェスタ助成事業 

消防ポンプ自動車等更新事業 １９１３１ 消防施設維持管理事業 

― １９１３２ 消防施設整備事業 

― １９１４１ 水防事業 

防災資機材整備事業 

１９１５２ 防災対策一般経費 
デジタル同報系防災行政無線整備事業 

揺れやすさマップ製作調査委託 

同報系防災行政無線屋外バッテリー交換 

― １９１５３ 防災訓練費 

― １９１５４ 防災施設整備事業 

全国瞬時警報システム自動起動装置のステ

ム改修 
１９１５５ 危機管理事業 
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― １９１５８ 繰越明許費防災対策一般経費 

― １２１６８ 防犯活動費 

― １９１１１ 北アルプス広域連合負担金 

 


